
（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4880

1041 1

（直近）

7.7%

0.00人 0 1.70人 13,600 0.22人 1,760 1.70人 13,260 12.9%

0 1.70人 13,600 0.22人 1,760 1.70人 13,260 12.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

9.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      9.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H27)

（1） 橋 0 2 0 2 10

（2） 橋 3 0 1 2 10

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

132,260

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,730

4,4900

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課担当部課名

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

橋りょう長寿命化事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

橋りょう長寿命化事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市道に架かる15ｍ以上の橋梁

橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕工事を行う。

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

老朽化する橋梁に対し、予防的な修繕を施すことにより延命化を図り、安心・安全な道路網
を確保すると共に、更新時期の集中を遅らせることによりライフサイクルコストの縮減を図る。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成22年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

アルバイト

H23/H22

0 35,547 119,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

49,147

0 49,147 132,2604,490

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕の実
施設計及び修繕工事を専門業者に発注して
いる。

内　　　　　　　　容

修繕の詳細設計

橋梁長寿命化修繕計画及び現行の交付金
制度の計画に即して進捗している。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

橋梁修繕

計画に基づき、補助金を活用した事業を推進する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

5105

（直近）

96.6%

0.12人 984 0.08人 640 0.16人 540 0.22人 1,106 84.4%

0.12人 984 0.08人 640 0.01人 80 0.12人 936 12.5%

0 0 0.10人 360 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.05人 100 0.10人 170 - 

87.0%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      87.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 2 1 1 2 ―

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

(決算）

24 年度

1,706

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

168

7081,331

21 年度

(決算）

22 年度

担当課長名 小山　英之

都市建設部まちづくり課担当部課名

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

都市計画道路明示測量事業

第1期実施計画の事業名

事業の目的【どのような結果を得るか】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

事業の対象【誰（何）を】

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和４５年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市民及び事業者

現地測量を実施し、申請地付近にある計画道路中心鋲を設置し、都市計画道路の計画線
を示す。

実施期間

都市計画道路区域内の建築行為に関して、申請者（土地所有者）の要請に対応して、申請
地付近に計画道路中心鋲を設置し、明示指令図を交付する。

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成   年度

アルバイト

H23/H22

347 174 600

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

814

1,331 814 1,706708

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

測量成果（座標地）は行政が所有している
が、測量業務については測量業者に委託し
ている。

内　　　　　　　　容

当事業は、申請者の意向により実施すること
が多いことから、目標値を設定できないた
め。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

現地明示測量件数

都市計画道路と指定建築線と幅員が同等の路線があることから、現地明
示は必要不可欠であり、また、申請者により分筆などを考慮される場合も
あるため継続とする。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4874

1043 1

（直近）

90.9%

0.43人 3,526 0.28人 2,240 0.26人 2,080 0.26人 2,028 92.9%

0.43人 3,526 0.28人 2,240 0.26人 2,080 0.26人 2,028 92.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

91.4%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      91.4%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 56.7 61.1 63.7 63.7 68.4

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

10,028

10,0287,477

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

5,397

7,47712,503

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

歩道改良事業

事
業
コ
ス
ト
等

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

歩道

池田市交通バリアフリー基本構想に基づく、歩道の改良・拡幅、透水性舗装、視覚障がい
者誘導ﾌﾞﾛｯｸ等を施工する。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

歩道改良事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

歩行者の安全で快適な歩行空間を確保する。

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成19年度　～　）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市交通バリアフリー基本構想

※見直し内容を記入
基本構想は平成18～22年度の計画であったが、未施工の特定経路等について引続き整
備を進めていく。

再任用短時間勤務職員

アルバイト

12,503

H23/H22

8,977 5,940 8,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

8,180

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

8,180

内　　　　　　　　容

バリアフリー路線の拡大を図る。
選択の
理　由

単位

整備率

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

バリアフリー基本構想に基づく、歩道の拡幅
整備事業であり、市が設計し、請負工事とし
て発注している。

バリアフリー基本構想の未整備路線を整備するため、継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4657

1044 1

（直近）

83.7%

0.50人 4,100 0.76人 5,508 0.13人 1,040 0.50人 3,900 18.9%

0.50人 4,100 0.63人 5,040 0.13人 1,040 0.50人 3,900 20.6%

0 0.13人 468 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

39.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      39.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 18 4 4 10

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

市が主体の事業であり、申請件数の把握が
困難なことと、個人情報が含まれているため、
外部委託は不可能。

安全・安心な道路整備を目指し、今後も引き続き事業を推進する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

順次狭隘道路を解消し、将来的に緊急車両
等が通行可能な道路を確保するため。

選択の
理　由

単位

狭あい道路整備

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

8,115

内　　　　　　　　容

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

8,115

2,607 8,500

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入 営利目的の法人対象から個人の申請のみの対象に変更。

H23/H22

事業内容の見直し 平成21年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成14年度　～　）

財務会計上の事業名

狭あい道路整備促進補助事業

事業の対象【誰（何）を】

実施期間

道路後退部分を市で管理することにより狭隘道路の解消が図る。

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

16,245

12,145

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

狭隘道路整備促進補助事業

都市建設部　道路課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

建築物の建築行為を行う土地所有者等

道路後退部分の登記費用、舗装工事等に対し、寄付を前提に助成する。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,183

3,22316,245

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

12,400

12,4003,223

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4807

1044 2

（直近）

130.8%

0.62人 2,784 0.12人 696 0.15人 1,200 0.15人 1,170 172.4%

0.12人 984 0.06人 480 0.15人 1,200 0.15人 1,170 250.0%

0.50人 1,800 0.06人 216 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

144.8%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      144.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 回/年 1 1 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

寄付、帰属データ及び明示確定図をスキャ
ニングし、パソコンによる閲覧を可能とするた
め、年度更新を図る必要があることから業者
委託を行っている。

寄付、帰属行為は今後も発生するため、システム運用事業も継続する。
定型的事業であり、平成24年度から定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

境界明示資料の境界確定業務のデータ化に
より、迅速な対応ができる。

選択の
理　由

単位

更新作業

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

2,061

内　　　　　　　　容

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

2,061

1,365 2,500

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

H23/H22

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

財務会計上の事業名

道路等管理システム運用事業

事業の対象【誰（何）を】

実施期間

地方分権一括法の施工に伴い、法定・法定外公共物の譲与申請を行い管理システムの
構築を図る

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

4,149

1,365

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

道路等管理システム運用事業

都市建設部　道路課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

住民

譲与申請・管理業務の推進

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,785

2,9854,149

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

3,670

3,6702,985

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4805

1044 3

（直近）

86.8%

0.60人 2,620 0.57人 2,360 0.66人 3,168 1.08人 6,324 134.2%

0.10人 820 0.07人 560 0.18人 1,440 0.58人 4,524 257.1%

0.50人 1,800 0.50人 1,800 0.48人 1,728 0.50人 1,800 96.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

115.9%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      115.9%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 2 2 3 5

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

道路中心後退により発生した用地の寄付に
伴う、測量及び分筆作業を業者委託してい
る。

中心後退によるセットバック部分の寄付を受けるため必要な事業であり、
今後も継続する。
平成24年度からは定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

寄付・帰属による道路の分筆測量を行い、池
田市への所有権移転により、道路管理を行
う。

選択の
理　由

単位

権原取得測量

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

3,845

内　　　　　　　　容

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

3,845

1,485 2,500

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

H23/H22

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

財務会計上の事業名

市道敷地取得測量事業

事業の対象【誰（何）を】

実施期間

登記上の権原取得が完了し、市道敷地として管理できる。

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

3,585

965

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　）

市道敷地取得測量事業

都市建設部　道路課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

道路後退部分等の寄付を受けた道路敷地

測量及び分筆作業を行う。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,289

4,4573,585

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

8,824

8,8244,457

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4810

1044 4

（直近）

213.0%

0.73人 3,686 0.64人 2,944 0.24人 1,920 0.25人 1,950 65.2%

0.23人 1,886 0.14人 1,144 0.24人 1,920 0.25人 1,950 167.8%

0.50人 1,800 0.50人 1,800 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

136.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      136.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 回/年 1 1 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

前年度で寄付、帰属を受けた市道につい
て、道路法に定められた道路台帳の更新作
業として業者委託している。

寄付、帰属を受けた道路の台帳整備であり、今後も継続する。
平成24年度からは定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

寄付、帰属の道路台帳更新により、正確な情
報提供ができる。

選択の
理　由

単位

道路台帳作成業務

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

5,704

内　　　　　　　　容

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

5,704

2,760 5,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 道路法第28条（道路台帳）

※見直し内容を記入

H23/H22

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

財務会計上の事業名

道路台帳作成事業

事業の対象【誰（何）を】

実施期間

市道敷地の把握と適切な管理ができる。

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

8,380

4,694

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

道路台帳作成事業

都市建設部　道路課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

前年度に寄付・帰属を受けた市道敷地

道路台帳の整備

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

5,880

7,8008,380

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

6,950

6,9507,800

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4830

1044 5 1

（直近）

82.0%

0.85人 6,970 0.89人 7,120 0.28人 2,240 0.80人 6,240 31.5%

0.85人 6,970 0.89人 7,120 0.28人 2,240 0.80人 6,240 31.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

68.0%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      68.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ｍ2 11,340 14,000 22,100 15,200

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

公共施設管理公社への補助金や地下道の電気代等であり、今後も継
続。
平成24年度から定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

経常経費的事業であり、一部公共施設管理
公社に委託している。

内　　　　　　　　容

道路及び付属施設について、適宜、点検・補
修を行い、維持管理していくため。

選択の
理　由

25,196 25,798 27,88617,549

単位

道路補修により、円滑な通行の確保

25,798

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

18,226 18,678 21,646事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

(予算）
区　　　　　分

実施期間

円滑な通行の確保

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

道路の損傷箇所

道路損傷箇所の補修

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

道路維持事業（道路維持管理事業）

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課担当部課名

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

道路維持管理事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

15,309

17,54925,196

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

27,886

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4835

1044 5 2

（直近）

98.5%

0.75人 6,150 0.73人 5,840 0.25人 2,000 0.00人 0 34.2%

0.75人 6,150 0.73人 5,840 0.25人 2,000 0 34.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

80.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      80.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） Km 294.3 294.3 291.3 300.0

（2） ｍ2 397.0 397.0 397.0 3,970.0

（3） ｍ2 7,070.0 7,070.0 7,670.0 7,700.0

（4）

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

定型的な清掃委託やシルバー活用委託などであり、今後も継続。
平成24年度からは定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

道路維持の定型的な事業であり、市で設計
し、委託事業として発注している。

内　　　　　　　　容

除草

シルバーセンター活用

道路維持の定型的な委託事業であり、今後
も継続的に必要な事業。

選択の
理　由

21,921 21,093 15,57217,023

単位

道路清掃

21,093

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

15,771 15,253 15,572事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

(予算）
区　　　　　分

実施期間

専門業者に委託することにより、安価になり良好な成果が上る。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

道路清掃、地下道ポンプ点検等

業務を専門業者に委託する。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

道路維持事業（道路維持委託事業）

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課担当部課名

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

道路維持委託事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

15,023

17,02321,921

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

15,572

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4840

1044 5 3

（直近）

161.8%

4.70人 38,540 4.77人 38,160 0.27人 2,160 0.00人 0 5.7%

4.70人 38,540 4.77人 38,160 0.27人 2,160 0 5.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

118.7%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      118.7%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 18 20 18 18

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

105,000

105,000163,821

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

161,661

163,821137,947

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

道路維持工事

事
業
コ
ス
ト
等

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

市内一円の市道及び市管理道路

維持補修を効果的に行う。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

道路維持事業（道路維持工事）

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

市内一円の市道及び市管理道路の車両や歩行者の円滑な通行を確保する。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

再任用短時間勤務職員

アルバイト

137,947

H23/H22

99,407 99,907 105,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

138,067

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

138,067

内　　　　　　　　容

市内一円の舗装等は、経年劣化により損傷
箇所が多く、また、それに対する補修要望が
多い。

選択の
理　由

単位

維持補修工事により、安全で快適な通行の確保

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

要望、陳情等による舗装補修事業であり、市
で設計し、請負工事として発注している。

市民の快適な日常生活を確保するため、今後も継続して舗装補修などの
維持工事を行う。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4750

1044 7

（直近）

91.1%

0.79人 6,478 0.84人 6,720 0.40人 2,980 0.80人 6,240 44.3%

0.79人 6,478 0.84人 6,720 0.35人 2,800 0.80人 6,240 41.7%

0 0 0.05人 180 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

78.1%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      78.1%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 基 6,146 6,211 6,419 6,439

（2） 基 992 1,009 1,019 1,028

（3）

（4）

選択の
理　由

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

交通安全対策特別交付金を活用して、道路
反射鏡や防護柵などの設計を市で行い、請
負工事として発注している。

安全・安心な道づくりのため、今後も、交通安全対策特別交付金を活用し
た、道路付属施設の整備を行う。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

交通安全施設の改良を図り、安心・安全な道
づくりを目指す。

選択の
理　由

単位

街路灯の設置

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

24,201

内　　　　　　　　容

道路反射鏡の設置

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

24,201

17,481 17,000

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 道路法第４５条（道路標識等の設置）

※見直し内容を記入

H23/H22

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

財務会計上の事業名

交通安全施設整備事業

事業の対象【誰（何）を】

実施期間

交通事故の減少、歩行者の安全確保

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 佐々木 久人

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

22,883

16,405

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　）

交通安全施設整備事業

都市建設部　道路課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

市道

危険箇所に道路反射鏡、防護柵、区画線等を設置する。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

15,921

18,90122,883

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

23,240

23,24018,901

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（　　　　）
財務会計上
の短縮番号

4755

1044 8

（直近）

106.0%

2.45人 20,090 2.89人 20,070 1.44人 4,288 2.98人 15,994 21.4%

2.45人 20,090 2.39人 19,120 0.16人 1,280 1.48人 11,544 6.7%

0 0 0.28人 1,008 1.00人 3,600 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.50人 950 1.00人 2,000 0.50人 850 210.5%

81.8%

国・府支出金 - 

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      81.8%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 1,009 986 1,098 1,145

（2） 件 79 79 62 20

（3）

（4）

選択の
理　由

66,094

66,09457,360

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

53,072

57,36071,127

21 年度

(決算）

22 年度

(決算）

24 年度

担当部課名

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

担当課長名 佐々木 久人

都市建設部　道路課

道路網の整備

２　事業コスト・指標値の推移

（　　　　　　　　　）

交通安全施設維持管理事業

事
業
コ
ス
ト
等

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事 業 番号 / 枝 番 号

交通安全施設

設置された交通安全施設を適切に修繕・更新し、機能を保全する。

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

交通安全施設維持管理事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

実施期間

交通事故の減少及び歩行者の安全確保

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

※見直し内容を記入

再任用短時間勤務職員

アルバイト

71,127

H23/H22

51,037 50,069 50,100

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

70,139

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

任期付短時間勤務職員
内
訳

正職員

70,139

内　　　　　　　　容

反射鏡

街路灯の電気代や修繕費の削減を図りつ
つ、歩行者の安全を確保する。

選択の
理　由

単位

街路灯

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

市民の安全確保のため、施工業者と年間単
価契約を締結し、緊急修繕等に対応してい
る。

街路灯の電気代や修繕は必要不可欠であり、将来にわたって継続の事
業。
平成24年度より定型事業（経常経費）に変更する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計


